
 
原油市況 
原油価格は、米ドライブシーズン終了でガソリン需要がピークを越え、在庫が増加したことな

どから下落基調が続き、9 月 20 日には WTI（期近物、終値）が 1 バレル＝ 60.46 ドルと半年
ぶりの安値となった。ただし、イラン核開発問題をめぐる協議が混迷する恐れがあることに加え、

冬季の需要拡大予想や OPEC 生産枠の引き下げ懸念が台頭しており、再び上昇に転じる可能性
もある。当面は中東情勢が不安視されるほか、中国・インドなど新興国の高成長による原油需要

増加が持続していることもあり、原油価格の高止まりが予想される。 
 
米国経済 
米国経済は堅調な拡大を続けてきたが、雇用者数の伸びが緩やかになっているほか、住宅着

工・販売も減少しており、景気減速の兆しが見られる。06年 9月調査によれば、米国エコノミ
ストは今後も成長が続くものの、年後半には利上げの影響が浸透し、伸び率が緩やかに弱まると

見込んでいる。一方、米政策金利は 8月 8日に続き 9月 20日も 5.25％に据え置かれ、米政策当
局は景気減速が物価圧力を緩和するかどうか見極める姿勢を示している。米利上げ終結観測が強

まるなか、今後の物価・経済見通しの変化（米経済がどの程度まで減速するか）次第では、早期

の利下げ局面入りも予想される。米長期金利は 4.6％割れに低下して推移している。 
 
国内経済 
わが国では 06年 4～6月期の実質ＧＤＰ成長率（2次速報）が前期比＋0.2％（年率換算＋1.0％）

と、年率換算で上方修正され、6四半期連続のプラス成長となった。足下 7月の鉱工業生産は 2
ヶ月ぶりに前月比マイナスとなり、一般機械や輸送機械などに一服感が出た。先行き 8 月は増
加見通しだが、電子部品・デバイス工業の在庫が積み上がっていることが懸念される。一方、設

備投資は企業収益の拡大を受け増加しており、4～6 月期の法人企業統計季報では製造業・非製
造業ともに増加した。しかし先行指標となる機械受注は 7月に大幅減となった。 
 
為替・金利・株価 
外国為替市場では、米景気減速観測の一方、日銀の追加利上げ観測の後退もあり、1ドル＝115
～117円台でもみ合いながら推移している。一方、欧州中央銀行による追加利上げ観測の高まり
から対ユーロでは円安が進み、円は最安値圏で推移。日本の長期金利の目安である新発 10年国
債利回りは、日銀による追加利上げ観測の後退から 1.7％割れに低下。一方、7月の消費者物価
は 05年基準改定に伴い下振れし、前年比上昇基調は維持されたものの、7月時点で 2ヶ月連続
のプラスという状況になった。日経平均株価は世界的な株安から 6月中旬に 14,200円台まで下
落した後、米国株持ち直し等もあり、9月初旬には 16,000円台を回復。 
 
政府・日銀の景況判断 
政府は 9 月の「月例経済報告」で景気判断を「回復している」と 7 ヶ月連続で据え置き。日

銀も 9 月の景況判断を「緩やかに拡大」と据え置いた。なお日銀は７月の消費者物価が下振れ
したことについて、プラス基調は変わらないとした上で、先行きについても「マクロ的な需給ギ

ャップが需要超過方向で推移していくなか、プラス基調を続けていく」との見通し。

今月の情勢 ～経済・金融の動向～ 
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（詳しくは、ホームページ-トピックス-〔今月の経済・金融情勢〕http://www.nochuri.co.jpへ） 

内外の経済金融データ 

原油市況の動向(日次）
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